児童養護施設の抱える大規模災害リスクに関する
防災・対応チェックリスト（第1次回答書）
	送付先
㈱コモン計画研究所
	Ｅ-mail：yougo@comon.jp
又は  Fax ：03-3220-4417（送信状不要）


※メールで送信したい場合は、全養協ホームページより回答書をダウンロード（MS社word）し、ご記入後、上記メールアドレスに添付して（wordのまま）送信してください。
	施設名
	
	都道府県名
	
	記入年月日
	Ｈ27年  月  日

	
	
	連絡先
（電話番号）
	
	記入者名
	


第１次調査期日：平成27年8月31日（月）
（参考：第２次調査期日：平成28年6月30日（木）再チェックと取り組み成果、進捗状況の調査）
	■１ 災害についての情報把握
	1つに○をつけてください

	Ａ 地盤構造・道路や河川の状況等、立地条件の特徴の把握状況
	把握
している
	把握していない
	検討中
	該当
なし

	1.地盤（低地・埋立地等土地醸成の経過、活断層の有無や距離等）
	
	
	
	

	2.河川（河川の幅・河川敷や土手の有無・用途の種類等）
	
	
	
	


	3.海岸（半島・入江等地形的特徴や防潮堤等設備の有無等）
	
	
	
	

	4.道路（道幅・歩道の有無・坂道等地形の特徴等）
	
	
	
	

	5.市街地（住宅地や高層建築物等周辺地域の建造物の特徴・防災設備や避難場所の位置等）
	
	
	
	

	6.山間部（山沿い・高台等地形の特徴、ダムや土砂雪等崩壊防止設備等の有無）
	
	
	
	

	7.原子力発電所（有無及び距離）
	
	
	
	

	8.その他（                                                              ）
	
	
	
	

	Ｂ 想定される災害のハザードマップ等情報の把握状況
	
	
	
	

	（例）大雨や洪水等風水害の場合（最大規模想定値や避難限界水位値、警戒地域等の指定の可否）、津波の場合（発生時の想定水位最大値）、火山の場合（火砕流や火山灰・砕石等飛散の被害が及ぶ最大範囲）
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	(記入例)
A-7
	担当者を決めた。自治体のハザードマップを参照し3か月以内に対応する。
	ア

	
	
	

	
	
	

	
	
	


	Ｃ 敷地及び周辺地域・道路（避難経路）の状況
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.建物を耐震化している
	
	
	
	

	2.建物の土台としての地盤を補強している
	
	
	
	

	3.低地等における浸水予防対策をしている
	
	
	
	

	4.周囲の地形における土砂崩れや崖崩れが起こらないように予防している
	
	
	
	

	5.住宅等建造物の倒壊等危惧される箇所を点検している
	
	
	
	

	6.歩道や車道等を利用する際の危険個所に関する状況（路面駐車、駐車場、車庫前、横断歩道、交差点等）を把握している
	
	
	
	

	7.落下物や電信柱・ブロック塀等倒壊の恐れのある箇所を把握している
	
	
	
	

	8.水路(側溝、マンホール、用水路等)への転落防止と対応について把握している
	
	
	
	

	9.道路の陥没等危惧される箇所を把握している
	
	
	
	

	10.その他（                                                             ）
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



	■２ 避難計画の策定
	1つに○をつけてください

	Ｄ 予測される災害の避難計画の策定状況
	策定
している
	策定して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.地震災害
	
	
	
	

	2.風水害（強風・突風・竜巻・台風、大雨・豪雨・落雷、増水・洪水・氾濫・高波）
	
	
	
	

	3.土砂災害（地盤沈下・地すべり・がけ崩れ・土砂崩れ・土石流・液状化等）
	
	
	
	

	4.林野火災
	
	
	
	

	5.原子力災害
	
	
	
	

	6.大規模火事災害
	
	
	
	

	7.雪害（豪雪・雪崩、交通網の遮断等）
	
	
	
	

	8.津波災害
	
	
	
	

	9.火山災害（火砕流・溶岩流・融雪型火山泥流・噴石・降灰等）
	
	
	
	

	10.危険物等災害（石油コンビナート、薬品工場等）
	
	
	
	

	11.その他（                                                             ）
	
	
	
	

	Ｅ 規模の拡大や連鎖等により、さらに他の災害の発生も想定した避難計画
	
	
	
	

	（例）地震の発生による津波・火災・原子力災害・火山災害・雪崩等大雨や台風による風水害等
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



	Ｆ あらゆる災害の条件下での対応
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.各季節を想定した防災体制を整備している
	
	
	
	

	2.各天候を想定した防災体制を整備している
	
	
	
	

	3.発生時間に対応した防災体制を整備している（深夜についても対応している）
	
	
	
	

	4.災害に関する注意報や警報、避難に関する指示・準備や勧告や命令等への対応について整備している
	
	
	
	

	5.屋内に集合できる場所を確保している
	
	
	
	

	6.屋外に集合できる場所を特定している
	
	
	
	

	7.車両を屋外避難場所及び避難手段として活用できるようにしている
	
	
	
	

	8.道路や交通機関の利用ができるようにしている
	
	
	
	

	9.医療機関と連携できるようにしている
	
	
	
	

	10.地域の防災訓練に参加している
	
	
	
	

	11.災害によって生じる対応機材(例 ＡＥＤ、発電機、ガイガーカウンター等)を   必要に応じて設置し、取扱いについて周知している
	
	
	
	

	12.その他（                                                             ）
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



	Ｇ 災害状況に即した備蓄や設備体制
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.食糧・燃料その他の備蓄・管理体制を整備している
	
	
	
	

	2.消防用設備・避難設備等を定期的に点検している
	
	
	
	

	3.危険物の適切な管理、定期的な点検体制を整備している
	
	
	
	

	4.体育館・多目的ホール等、避難所転用施設として使用できる設備を所有している
	
	
	
	

	5.防火及び生活用水として使用することを目的とした貯水設備を設置している
	
	
	
	

	6.その他（                                                              ）
	
	
	
	

	Ｈ 入所児童・諸事業・職員・保護者との連絡体制
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.自力避難が困難な児童の緊急時対応策を整備している
	
	
	
	

	2.幼稚園・学校との緊急時連絡体制を整備している
	
	
	
	

	3.グループホームと本体施設の連携や避難体制を整備している
	
	
	
	

	4.グループホーム等における緊急時対応策やグループホーム独自の避難体制を整備している
	
	
	
	

	5.職員(その家族)への緊急時連絡及び参集体制を整備している
	
	
	
	

	6.児童の保護者(その家族)等との緊急時連絡体制を整備している
	
	
	
	

	7.併設している他の施設(乳児院、母子生活支援施設等)と連携している
	
	
	
	

	8.委託事業等の避難計画や防災体制を整備している
	
	
	
	

	9.その他（                                                              ）
	
	
	
	

	Ｉ 緊急連絡、連携体制
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.近隣地域(町内・自治会)との人的な協力体制を整備している
	
	
	
	

	2.消防・社協等との緊急時連絡体制を整備している
	
	
	
	

	3.県内外の他施設との緊急時連携体制を整備している
	
	
	
	

	4.水・食料・日用品・燃料等の確保について近隣の事業所(店や会社)と提携している
	
	
	
	

	5.近隣地域(町内・自治会)との災害協定の締結や避難所の指定等の取り決めを行っている
	
	
	
	

	6.その他（                                                              ）
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



	■３ 行政や各団体組織との連絡体制
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.市町村行政との緊急時連絡体制を整備している
	
	
	
	

	2.所在する都道府県市区町村において、施設としての避難先を確保している
	
	
	
	

	3.都道府県行政との緊急時連絡体制を整備している
	
	
	
	

	4.都道府県市の養協内での被災施設に対する支援（救援物資・支援職員の要請及び派遣・避難生活施設としての建物の提供等）の連携の仕組みを整備している
	
	
	
	

	5.各ブロック内において被災施設に対する支援（救援物資・支援職員の要請及び   派遣・避難生活施設としての建物の提供等）の相互協定などの連携の仕組み等、被災施設の支援体制を整備している
	
	
	
	

	6.全養協として緊急時連絡体制があることを認識している
	
	
	
	

	7.その他（                                                              ）
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



	■４ 事業継続計画（BCP）の策定等
	している
	して
いない
	検討中
	該当
なし

	1.所在地に留まる場合について想定している（長期間の避難生活を想定している）
	
	
	
	

	2.所在地から移動した場合について想定している（移動場所の決定。必要な関連   法令等の活用を整備している）
	
	
	
	

	3.健康等入所児童に関する情報等データを電子化している
(例 医療に関して治療が必要な時のカルテとして、また身分証明情報として活用する等。電子化されていなくとも緊急避難時等に持ち出し可能なように整理されている場合も「している」にチェック)
	
	
	
	

	4.災害保険への加入
	
	
	
	

	5.その他（                                                              ）
	
	
	
	



	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※記入欄が不足する場合は、こちらを利用してください。
	項目№
	法人・施設の対応・方針（具体的な時期・担当者等）
	実施に向けて※
(ア・イ・ウ)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である


ある








※実施に向けて ア 法人・施設の判断で直ちに実施できる


イ 法人・施設として計画化・予算化が必要である


ウ 法人・施設と行政、医療機関、学校、自治会、取引業者等と、調整・契約・取り決めが必要である











1

